
第４ 令和６年度一般会計等財務書類４表            
 

 

１ はじめに 

 

  本県では、貸借対照表及び行政コスト計算書について、平成１２年度決算

から作成し、ホームページに掲載してきました。その後、純資産変動計算書、

資金収支計算書を加えた財務書類４表を作成し、平成２０年度決算から「総

務省方式改訂モデル」に基づき公表してきました。 

  平成２７年１月に、総務省から地方公共団体に対し総務大臣通知が発出さ

れ、統一的な基準による財務書類等の作成を要請されました。具体的には、

原則として平成２９年度までに全ての地方公共団体において作成することや、

固定資産台帳が未整備である地方公共団体においては、早期に同台帳を整備

することが求められました。 

この通知を受け、本県では平成２８年度決算から統一的な基準による財務

書類を作成しており、このたび、令和６年度の財務書類４表を作成しました。 

 

 

２ 統一的な基準による財務書類４表の意義 

 

○発生主義会計による現金主義会計の補完 

現行の予算・決算制度に係る会計制度は単式簿記（※）による現金主義会

計を採用しています。現金主義会計は現金収支という客観的情報に基づくた

め、公金の適正な出納管理に資する一方、現金支出を伴わないコスト（減価

償却費、退職手当引当金等）を正確に把握することが困難という課題があり

ます。 

統一的な基準においては現金主義会計の課題を補完するため、複式簿記

（※）による発生主義会計を導入することにより、現金主義会計では把握が

困難なストック情報（資産・負債）や見えにくいコスト情報（減価償却費等）

を正確に把握することができます。 

（※）単式簿記と複式簿記 

単式簿記（官庁会計）：経済取引の記帳を現金の収入・支出として一面的

に行う簿記の手法 

複式簿記（企業会計）：経済取引の記帳を借方と貸方に分けて二面的に行 

う簿記の手法 

 

 

 

 

 



○総務省方式改訂モデルとの相違点 

  従来の総務省方式改訂モデルは、主に決算統計数値を活用するものであり、

それぞれの取引情報について仕訳を行っていませんでした。また、固定資産

についても、個別の資産を評価するのではなく、決算統計数値から資産額や

減価償却累計額を算出し貸借対照表計上額としており、精度が不十分である

という課題がありました。 

統一的な基準では、複式簿記に基づく発生主義会計の考え方のもと、それ

ぞれの取引情報に対して仕訳を行うことや、県が所有する固定資産を個別に

評価した固定資産台帳に基づいて財務書類を作成することにより、さらに正

確性を増すことができます。このため、県民のみなさんや議会等に対し、よ

り正確な財務書類を開示することができます。 

 

 

３ 財務書類４表各表の特徴（読み方） 
 

（１）貸借対照表 

  地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している資産と、その

資産をどのような財源で賄ってきたかを総括的に表示した一覧表で、「バラン

スシート」とも言います。 

  【何がわかるか】 

   ・どのような資産をどのくらい保有しているか。 

   ・将来世代の負担はどれくらいか。 

   ・これまでの世代の負担はどれくらいか。 

 

 

資 産

負 債

純 資 産

将来世代の負担
・地方債

・退職手当引当金
など

現世代までの負担

将来世代へ引き継ぐ
資産
・土地
・建物

など

債務償還の財源等
・基金
・貸付金

など

 

 

 

 

 



（２）行政コスト計算書 

１年間の行政活動のうち福祉や教育等といった資産形成に結びつかない行

政サービスに係る費用と、その行政サービスの直接の対価（使用料、手数料

等）として得られた収益を対比させたものです。 

なお、費用から収益を差し引いたものが「純行政コスト」であり、これは

収益以外の財源である税収・地方交付税・国補助金等で賄う額を表していま

す。 

  【何がわかるか】 

   ・経常的な行政サービスにかかったコストはどれくらいか。 

   ・受益者負担でどれほどコストが賄われたか。 

   ・受益者負担以外でどれほどのコストが賄われたか。 

 

（３）純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が１年間でどのように変

動したかを表したものです。 

  行政コスト計算書で算定された純行政コストが税収・地方交付税・国補助

金等の財源でどう賄われているのかを表しています。 

  【何がわかるか】 

   ・１年間の行政コスト（受益者負担以外）はどのように賄われているの

か。 

   ・現世代までの負担とされる純資産がどのように変動したのか。 

 

（４）資金収支計算書 

１年間の資金の出入りの情報を、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財

務活動収支」の３つに分けて表したものです。 

【何がわかるか】 

   ・経常的な行政サービスの提供等に係る資金収支はどうなっているのか。 

   ・固定資産の取得や売却、貸付金の貸付や回収等に係る資金収支はどう

なっているのか。 

   ・地方債の発行や償還に係る資金収支はどうなっているのか。 
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５ 各表の概要 
 

（１） 貸借対照表（バランスシート） 

ア 概 要 

地方公共団体が住民サービスを提供するために保有している資産と、その

資産をどのような財源で賄ってきたかを総括的に表示した一覧表で、「バラン

スシート」とも言います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和６年度末の資産は１兆９，２９６億円、負債は１兆６，５７６億円で、

純資産は２，７２０億円となっています。 

 資産の内訳は、道路や建物等の固定資産が１兆８，０９６億円であり、現金

預金や財政調整基金等の流動資産が１，２００億円となっています。固定資産

の主なものは、道路等のインフラ資産が１兆１，４１７億円、事業用資 

産が３，５５３億円となっており、流動資産の主なものは、財政調整基金が 

５９３億円、現金預金が５５３億円となっています。 

 一方、負債の内訳は、固定負債が１兆４，９９０億円、流動負債が 

１，５８７億円となっています。固定負債の主なものは、１年内償還予定地方

債を除く地方債が１兆３，３８６億円、退職手当引当金が１，５８２億円とな

っ て お り 、 流 動 負 債 の 主 な も の は 、 １ 年 内 償 還 予 定 地 方 債 が 

１，４１３億円、賞与等引当金が１３５億円となっています。 

 なお、地方債は、流動負債に計上した１年内償還予定地方債を含めると、 

１兆４，７９９億円となり、負債の８９．３％を占めています。 

 

 

（単位：億円）

負債の部

前期末（R6.3.31） 今期末（R7.3.31） 増減 前期末（R6.3.31） 今期末（R7.3.31） 増減

固定資産 18,022 18,096 74 固定負債 15,081 14,990 △ 91

　有形固定資産 15,190 15,105 △ 85 　地方債 13,481 13,386 △ 95

　　　事業用資産 3,577 3,553 △ 24 　退職手当引当金 1,576 1,582 6

　　　インフラ資産 11,480 11,417 △ 63 　その他（上記以外） 24 22 △ 2

　　　物品（減価償却含む） 133 134 1

　無形固定資産 50 53 3 流動負債 1,535 1,587 52

　投資その他の資産 2,783 2,938 156 　1年内償還予定地方債 1,382 1,413 31

　　　投資及び出資金（引当金含む） 1,542 1,546 4 　賞与等引当金 130 135 6

　　 長期貸付金 201 196 △ 5 　その他（上記以外） 23 38 15

　　 基金 929 1,084 155

　　 その他（上記以外） 110 112 1 負債合計 16,615 16,576 △ 39

流動資産 1,179 1,200 21 前期末（R6.3.31） 今期末（R7.3.31） 増減

　現金預金 562 553 △ 9 純資産合計 2,586 2,720 134

　財政調整基金 565 593 28

　その他（上記以外） 52 55 3

資産合計 19,201 19,296 95 負債及び純資産合計 19,201 19,296 95

（四捨五入のため、合計が合わない場合があります。）

資産の部
金額 金額

純資産の部
金額



イ  前年度からの増減 

①  資産 

資産償却が新たな資産の形成を上回ったこと等により、有形固定資産が、 

８５億円減少しました。また、投資その他の資産は、基金が増加したこと等に

より、１５６億円増加しました。流動資産は、財政調整基金が増額したこと等

により、２１億円増加しました。その結果、資産は前年度末から９５億円増加

しました。 

 

②  負債 

固定負債は地方債が減少したこと等により、９１億円減少しました。流動負

債は１年内償還予定地方債が増加したこと等により、５２億円増加しました。

その結果、負債は前年度末から３９億円減少しました。 

 

ウ  県民 1 人当たりのバランスシート 

県民１人当たりのバランスシートは、バランスシート上の各々の金額を令

和７年１月１日現在の住民基本台帳人口で除して算出したものです。 

  県民１人当たりの資産は１１０万８千円と前年度に比べて１万６千円増加

しています。 

  一方、県民１人当たりの負債は９５万２千円と前年度に比べて７千円増加

しています。 

①  県民 1 人当たり資産 

 

 

 

 

 

 

 

②  県民 1 人当たり負債及び純資産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定資産 1,025,440 円 1,039,243 円 13,803 円

流動資産 67,082 円 68,942 円 1,859 円

資産合計 1,092,523 円 1,108,185 円 15,662 円

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

資産の部
金額

今期末（R7.3.31）前期末（R6.3.31） 増減

固定負債 858,056 円 860,843 円 2,787 円

流動負債 87,315 円 91,132 円 3,817 円

負債合計 945,371 円 951,975 円 6,604 円

純資産合計 147,151 円 156,210 円 9,058 円

負債及び純資産合計 1,092,523 円 1,108,185 円 15,662 円

住基人口 1,757,527 人 1,741,266 人 △ 16,261 人

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

負債の部
金額

今期末（R7.3.31）前期末（R6.3.31） 増減

純資産の部
金額

今期末（R7.3.31）前期末（R6.3.31） 増減



エ バランスシートの主な項目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内　　　容

事 業 用 資 産 庁舎や学校等の行政サービスに供するもの

イ ン フ ラ 資 産 道路、橋りょう、公園等の社会基盤となるもの

物 品 車両、美術品等の動産など

無 形 固 定 資 産 ソフトウェア、地上権など

投 資 そ の 他 の 資 産
有価証券や出資金、長期貸付金、県債管理基金やその他
の基金など

現 金 預 金 手許現金や要求払預金等の現金や現金同等物

未 収 金
収入未済の収益又は財源のうち、１年以内に発生したも
の

短 期 貸 付 金 貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

財 政 調 整 基 金 財政調整基金

徴 収 不 能 引 当 金 未収金に対する回収不能見込額

地 方 債 地方債のうち、償還期限が１年を超えるもの

長 期 未 払 金
既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたもので支払
いが終了していないもののうち、支払予定が１年を超え
るもの

退 職 手 当 引 当 金
全職員が該当年度末時点で退職した場合に必要となる退
職手当

損 失 補 償 等 引 当 金
地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来
負担額に算入される第三セクター等の損失補償債務等

１年内償還予定地方債 地方債のうち、償還期限が１年以内のもの

未 払 金
既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたもので支払
いが終了していないもののうち、支払予定が１年以内の
もの

前 受 金
代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を
行っていないもの

賞 与 等 引 当 金 翌年度に支給される賞与のうち、当該年度に発生した分

預 り 金 職員給与等から徴収した税金や契約保証金など

区　　　分

資
　
　
産

固
定
資
産

流
動
資
産

負
　
　
債

固
定
負
債

流
動
負
債



２） 行政コスト計算書 

ア  概 要 

１年間の行政活動のうち福祉や教育等といった資産形成に結びつかない行

政サービスに係る費用と、その行政サービスの直接の対価（使用料、手数料等）

として得られた収益を対比させたものです。 

なお、費用から収益を差し引いたものが「純行政コスト」であり、これは収

益以外の財源である税収・地方交付税・国補助金等で賄う額を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

令和5年度

金額 金額 構成比

経常費用 7,192 7,118 98.1% △ 74 △ 1.0 %

　業務費用 4,258 4,214 58.1% △ 44 △ 1.0 %

　　　人件費 2,081 2,209 30.5% 128 6.1 %

　　　物件費等 1,237 1,130 15.6% △ 107 △ 8.7 %

　　　その他の業務費用 940 876 12.1% △ 64 △ 6.8 %

　移転費用 2,934 2,903 40.0% △ 30 △ 1.0 %

　　　補助金等 2,694 2,672 36.8% △ 22 △ 0.8 %

　　　社会保障給付 138 138 1.9% 0 0.0 %

　　　その他（上記以外） 101 94 1.3% △ 8 △ 7.6 %

経常収益 245 223 96.8% △ 22 △ 9.1 %

　使用料及び手数料 89 90 38.9% 1 0.8 %

　その他 156 133 57.8% △ 23 △ 14.8 %

純経常行政コスト 6,946 6,895 96.9% △ 51 △ 0.7 %

臨時損失 404 135 1.9% △ 269 △ 66.6 %

　災害復旧事業費 53 54 0.7% 0 0.6 %

　資産除売却損 2 4 0.1% 2 158.9 %

　損失補償等引当金繰入額 - - - - - %

　その他（上記以外） 349 78 1.1% △ 272 △ 77.8 %

臨時利益 125 7 3.2% △ 118 △ 94.0 %

　資産売却益 14 4 1.6% △ 11 △ 73.8 %

　その他 111 4 1.6% △ 107 △ 96.7 %

純行政コスト 7,225 7,022 96.8% △ 203 △ 2.8 %

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

※構成比における割合は、費用（経常費用及び臨時損失）及び収益（経常収益及び臨時利益）のそれぞれに

　 おける構成割合を表示しています。

科目
令和6年度

増減額 増減率



① 費用 

令和６年度の費用合計は７，２５３億円であり、その内訳は、経常費用が 

７，１１８億円、臨時損失が１３５億円となっています。 

経常費用の内訳は、職員給料等の人件費が２，２０９億円、維持補修費・

減価償却費等を含む物件費等が１，１３０億円、地方債の支払利息やその他

の業務費用が８７６億円、市町等への補助金や社会保障給付を含む移転費用

が２，９０３億円となっています。 

 

②  収益 

令和６年度の収益合計は２３０億円であり、その内訳は、経常収益が 

２２３億円、臨時利益が７億円となっています。 

経常収益の内訳は、使用料及び手数料が９０億円、財産運用収入や雑入等

のその他の経常収益が１３３億円となっています。 

 

③  純行政コスト 

  費用合計から収益合計を差し引いた純行政コストは７，０２２億円であ

り、費用全体に対する割合は９６．８％となっています。 

 

イ 県民 1 人当たりの純行政コスト 

 県民１人当たりの純行政コストは、行政コスト計算書上の各々の金額を令

和７年１月１日現在の住民基本台帳人口で除して算出したものです。 

  県民１人当たりの費用は４１万７千円、収益は１万３千円で、純行政コス

トは４０万３千円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常費用 409,193 円 408,774 円 △ 419 円

経常収益 13,967 円 12,812 円 △ 1,155 円

純経常行政コスト 395,226 円 395,962 円 736 円

臨時損失 22,990 円 7,753 円 △ 15,237 円

臨時利益 7,118 円 429 円 △ 6,689 円

純行政コスト 411,098 円 403,286 円 △ 7,811 円

住基人口 1,757,527 人 1,741,266 人 △ 16,261 人

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

科目 令和6年度令和5年度 増減



（３） 純資産変動計算書 

ア 概 要 

貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が１年間でどのように変

動したかを表したものです。 

  行政コスト計算書で算定された純行政コストが税収・地方交付税・国補助

金等の財源でどう賄われているのかを表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

令和６年度末の純資産は、前年度末残高２，５８６億円から１３４億円増

加し、２，７２０億円となっています。 

純行政コスト７，０２２億円に対して、財源は７，１６５億円（税収等 

６，２０９億円、国県等補助金９５６億円）となっており、その結果、本年

度末純資産残高は、２，７２０億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書 （単位：億円）

前年度末純資産残高 2,719 2,586 △ 133

純行政コスト（△） △ 7,225 △ 7,022 203

財源 7,091 7,165 75

税収等 5,933 6,209 276

国県等補助金 1,158 956 △ 202

資産評価差額 1 3 2

無償所管換等 0 △ 12 △ 12

その他 − − -

本年度末純資産残高 2,586 2,720 134

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

科目 令和6年度令和5年度 増減



（４） 資金収支計算書 

ア 概 要 

１年間の資金の出入りの情報を、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財

務活動収支」の３つに分けて表したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

【業務活動収支】

業務支出 6,671 6,585 △ 86
業務費用支出 3,737 3,681 △ 56

人件費支出 2,059 2,197 138
物件費等支出 761 651 △ 109
その他（上記以外） 917 833 △ 84

移転費用支出 2,934 2,904 △ 30
補助金等支出 2,695 2,672 △ 23
社会保障給付支出 138 138 0
その他（上記以外） 101 94 △ 8

業務収入 6,955 7,011 57
税収等収入 5,933 6,205 272
国県等補助金収入 780 578 △ 202
その他（上記以外） 242 228 △ 14

臨時支出 55 55 △ 0
臨時収入 29 29 0

業務活動収支 258 401 143
【投資活動収支】

投資活動支出 885 913 28
公共施設等整備費支出 280 443 164
基金積立金支出 515 394 △ 121
その他（上記以外） 90 75 △ 15

投資活動収入 764 631 △ 133
国県等補助金収入 351 351 0
基金取崩収入 334 212 △ 122
その他（上記以外） 78 67 △ 11

投資活動収支 △ 121 △ 282 △ 161
【財務活動収支】

財務活動支出 1,463 1,460 △ 3
地方債償還支出 等 1,463 1,460 △ 3

財務活動収入 1,354 1,321 △ 33
地方債発行収入 等 1,354 1,321 △ 33

財務活動収支 △ 108 △ 138 △ 30
28 △ 20 △ 48

510 538 28
538 518 △ 20

562 553 △ 9

　※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。

本年度末現金預金残高（歳計外を含む）

科目 令和6年度令和5年度 増減

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高



①  業務活動収支 

業務活動収支では、人件費や物件費等の支出と税収や国県等補助金の収入

が計上されており、日常の行政活動による資金収支の状況が表示されていま

す。支出は大きいものから、補助金等が２，６７２億円、人件費が２，１９７

億円、物件費等が６５１億円となっています。一方、収入は大きいものから、

税収等が６，２０５億円、国県等補助金が５７８億円となっています。 

 

②  投資活動収支 

投資活動収支では、公共資産の整備に係る支出とその財源である国県等補

助金による収入や、基金の積立てに係る支出及び取崩しに係る収入等の状況

が表示されています。支出としては、公共施設等整備に４４３億円、基金積立

に３９４億円となっています。また、収入としては、国県等補助金が 

３５１億円、基金取崩が２１２億円となっています。 

 

③  財務活動収支 

財務活動収支では、主に地方債の償還に係る支出や地方債の発行に係る収

入による資金の出入りの状況が表示されています。支出としては、地方債償還

支出等が１,４６０億円となっており、収入としては地方債発行収入等が 

１，３２１億円となっています。 

 

④  資金残高 

これらの収支の結果、１年間で２０億円の歳計現金が減少しており、本年度

末資金残高は５１８億円となっています。このため、本年度末歳計外現金残高

３５億円と合わせ、本年度末現金預金残高は５５３億円となっています。 


